従業員満足度と組織コミットメント向上を目的とするインターナル・マーケティング施策 ～介護職従事者を対象として～ by 中村 宗樹
1〈専門職学位論文〉 2015 年 3 月修了（予定）
従業員満足度と組織コミットメント向上を目的とする
インターナル・マーケティング施策
~介護職従事者を対象として~
学籍番号：35132021-4 氏名：中村 宗樹
ゼミ名称：マーケティング・マネジメント
主査：木村 達也教授
副査：杉浦 正和教授 副査：嶋村 和恵教授
概 要
本論文の狙いは、今日の日本の介護業界における慢性的に高い離職率をいかにして
低減できるかという問題意識の下、離職意思の低減につながる介護職員の従業員満足
度と組織コミットメントという意思の向上に作用する企業側からの関与を検討するこ
とである。また、これらの要素に肯定的に作用する可能性のある企業側からの働きか
けとして、内部組織へのマーケティング活動と定義されるインターナル・マーケティ
ングの概念を用い、その有用性と具体的施策の特定を主な目的としている。それによ
り、職員の高い離職率を課題として抱える施設管理者に有用な示唆を与えると共に、
今後高齢化が益々加速する日本にて、多くの介護施設における安定的な介護サービス
の供給と事業推進を促進することを意図している。
本研究では、主に施設において各種介護サービスを提供している介護職従事者を対
象に質問紙調査を実施している。回収された 214 件（回収率 66.8％）の回答に対して、
確認的及び探索的因子分析を行う事で同業界特有の変数を抽出。その後、それらから
導出される仮説モデルに対して共分散構造分析を行っている。
因子分析の結果、同業界特有のインターナル・マーケティングを構成する変数とし
て６つの因子が抽出された。また、それらが作用する対象として従業員満足度を構成
する１つの因子と組織コミットメントを構成する２つの因子が抽出された。その後、
これらの因子から構成された仮説モデルを検証した結果、全 22 の仮説中８つに統計的
な有意性が検出され、仮説に反してマイナスの効果を及ぼす関係性も一部に検出され
たものの、施設にて働く介護職従事者に対するインターナル・マーケティングは一応
の有用性がある事が示された。
2本研究から、施設で働く介護職従事者の満足度や組織コミットメントに対してイン
ターナル・マーケティングは肯定的に作用するという事が示され、具体的には①従業
員の成長への投資、②業務に見合った報酬と適切な評価、③上司の部下への関与、④
円滑なチーム型業務遂行といった施策が有効である可能性が高いということが分かっ
た。また、同対象者らの組織へのコミットメントの意思は従業員満足度が向上する事
によっても間接的に高められるという関係性も示された。従って、高い離職率を課題
として抱える介護施設管理者は上記４つの施策を軸としたインターナル・マーケティ
ングを実施し、職員の満足度と組織コミットメントの意思を高めることで、同対象者
らの離職意思を低減させることが期待できる。その具体策としては、ＯＪＴ制度の充
実とＯＪＴ実施者の教育、職員間の相互評価制度の構築、及びチーム内の情報伝達経
路の可視化といったものが効果的であると考えられ、これらの施策を目的に応じて組
み合わせることが望ましいといえる。
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6序章 本研究の背景と目的
本章では、まず本研究の背景として日本の介護業界の現状を概説する。その後、同業界
に内在している問題点である慢性的に高い離職率について言及した上で、それらへの問題
意識に依拠する本研究の目的について述べる。
第１節 日本の介護業界の現状
我が国では、2015 年で団塊の世代が 65 歳を迎え、2025 年には高齢者人口がピークの約
3500 万人に達すると言われている [西田, 2007, p. 30]。厚生労働省の調べでは、介護を必要
とする要介護高齢者の発生割合は 65~69 歳で 1.5％ほどだが、70~74 歳では３％、75~79 歳
では 5.5％、80~84 歳では 10％、85 歳以上では 20％を超えると推計されており、2025 年に
は 530 万人が要介護高齢者として該当すると見込まれている [直井他, 2008, p. 61]。この様
な超高齢者国家が形成されていく中、かつて主流であった家族が自宅で介護を行う「家族
介護」や年老いた配偶者が相手を介護する「老老介護」等が増加するにつれ、その疲労や
過重な負担が問題視され、「介護の社会化」が求められた結果、2000 年４月、今日の様な
介護保険制度が整備された [吉村, 2013, p. 15] [西田, 2007, p. 19]。介護保険制度は要介護者、
及び要支援者の「自立支援」と「尊厳の維持」(1)を目的として、高齢者の能力に応じて自
立した日常生活を営むことが出来る様、保健医療サービスと福祉サービスの給付を行って
いる [牛越, 2005, p. 16]。このような介護保険制度の下で給付された費用額は、平成 23 年
３月末～平成 24 年２月末時点で、7 兆 9409 億円。高額介護サービス、高額医療合算介護
サービス、特定入所者介護サービスを含むと 8 兆 2253 億円に及んでおり、保険対象外の予
防、健康、生活支援などの周辺産業を含めるとより大きな市場になっているといえよう [厚
生労働省, 2011]。
また、下図は [厚生労働省, 2005～2013]より作成した事業所数の経年変化を表している。
（図１）同図は代表的な介護サービスである訪問介護事業所、通所介護事業所、介護保険
施設(2)、及び居宅介護支援事業所を抜粋したものであるが、どの事業所形態においても約
(1) これらの目的に基づき、介護保険には以下の原則がある。①予防の原則：「要介護状態／要支援状態」の軽減または悪化の
防止に資するように行わなければならない。②医療連携の原則：医療との連携に十分配慮して行わなければならない。③被保
険者本位の原則：心身の状況、置かれている環境などに応じて、被保険者の選択に基づき、適切な「保健医療サービス」と「福
祉サービス」が、多様な事業者又は施設から、総合的かつ効率的に提供されるように配慮して行わなければならない。④在宅・
自立の原則：「要介護状態」になった場合においても、可能な限り、その「居宅」において、能力に応じ自立した日常生活を
営むことができるように配慮されなければならない [牛越, 2005, p. 16-17]。
(2)[厚生労働省, 2005～2013]内の介護老人福祉施設、介護老人保健施設、介護療養型医療施設を合計している。
710 年前から今日に至るまで、着実な増加傾向が見て取れよう。2003 年における全事業所数
の合算値を指数として、その変化率を捉えた場合、2013 年ではほぼ倍に増加していること
から高齢化が進む日本国内における内需の増加が如実に感じられる。
図 1 介護サービス事業所数の推移(3)
厚生労働省「介護サービス施設・事業所調査結果の概況」平成 17～25 年度を基に筆者作成
以上の様に、介護サービスを提供する事業所はここ数年において一定した増加傾向にあ
るが、これらの介護事業所にてサービス提供者として従事するには、多くの場合、当該専
門職における資格が必要となる。詳しくは後述するが、例としてホームヘルパー、介護福
祉士、介護支援専門員、社会福祉士等が挙げられ、それら有資格者が身体的な補助や専門
的知識の提供等、直接的または間接的にサービス受給者である利用者に対して介護サービ
スを提供しており、これらの担い手は社会福祉法人、営利法人、ＮＰＯ法人が主となって
いる [吉村, 2013, p. 42]。介護業界の市場拡大傾向に伴い、これらの事業所における介護系
職種に関連する雇用数も増加傾向にあるといえよう。
しかしその一方、後述するように、同業界の従事者には他の産業及び産業平均と比して
慢性的に高い離職傾向が見受けられ、増加する要介護高齢者に対する介護職従事者の不足
(3) 2009 年～2011 年は調査手法変更による回収率変動を要因として実数が記されていないため、2008 年と 2012 年の各事業
数の倍率から増加数を等分した上で、みなし値として記している。
8が近年の危惧すべき問題となっている。よって次節では、介護業界の離職率について各種
データを用いて言及し、その現状を把握する。
第２節 介護職従事者の離職傾向
第１項 介護職従事者の離職率
まず、厚生労働省の発行する雇用動向調査によると平成 25 年～平成 26 年における全産
業の平均離職率は 15.6％(4)(前年 14.8％(5))となっている。この内、産業別分類による医療・
福祉業界の数値は 15.2％(4)(前年 13.9％(5))となっており、一見すると全産業平均と大きな差
異は無いように思われる。しかしながら、これらを医療と介護とで別に捉えると下記のグ
ラフの様な傾向が伺える。（図２）
図 2 産業別離職率推移(2010～2013 年度) (6)
厚生労働省「雇用動向調査」平成 22～25 年度,
日本看護協会「日本における看護職員需給状況調査」平成 22～24 年度,
介護労働安定センター「介護労働実態調査」平成 22～25 年度,
及び [日経 BP 社①, 2012, p. 32]を参考に筆者作成
(4) 平成 25 年雇用動向調査結果の概況：結果の概要,
http://www.mhlw.go.jp/toukei/itiran/roudou/koyou/doukou/14-2/kekka.html#01, アクセス日 14/10/16 を参考。
(5) 平成 24 年雇用動向調査結果の概況：結果の概要,
http://www.mhlw.go.jp/toukei/itiran/roudou/koyou/doukou/13-2/kekka.html#01, アクセス日 14/10/16 を参考。
(6) 看護師の 2013 年度離職率は値無しの為みなし値。介護士は訪問介護士の数値も含む。
9上記グラフからわかる様に、全産業平均に近似していると見られる数値は看護師の安定
的に低い離職傾向に所以しており、介護士だけを抽出した際、その水準は決して良好では
ない。近年、雇用側による従業員の労働時間に希望を反映させるなどの離職防止策によっ
て、前年度対比0.4ポイント減の改善傾向はあるももの [日本経済新聞社, 2014, 8/12, p. 12]、
慢性的に全産業平均より高い離職傾向が存在していることは明らかである。続いて、さら
にこれらを介護サービス別に分けると下記と様な分布となる。（図３）
図 3 介護サービス別離職率推移(2010～2013 年度)
介護労働安定センター「介護労働実態調査」平成 22～25 年度を基に筆者作成
このような高い離職傾向の構造の一つとしては、離職率の高い事業所と低い事業所で二
極化している点が [中川・他, 2014, p. 49-50]によって指摘されており、離職率が 10％未満
に留まり一年間で一人も離職しない施設がある一方、30～50％の間で常時推移する施設が
同値の平均を引き上げている。これらの多くは、事業開始から３年未満の事業所や職員が
19 人以下の小規模事業所が多いという。加えて、訪問介護といった在宅系介護サービスよ
りも施設系介護サービス従事者の離職傾向が高いことが上記のグラフからわかる。次章に
て説明するように、本研究で主な対象から外した訪問介護従事者の離職傾向は介護業界全
体では相対的に低く、翻って施設において介護サービスを提供する事業所の離職傾向は高
いといえよう。
この様に、医療業界と介護業界とを分けて捉えるとその離職傾向は大きく異なり、前者
では安定的に低い離職傾向を維持しているのに対し、介護業界の同値は対極をなしている
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といえる。さらに、これらを提供サービス別に捉えた場合、訪問介護サービスと比べ施設
にて介護職に従事している者の離職傾向が高い事が図３から見受けられた。
第２項 介護従事者の離職理由
それでは離職する当事者は、どのような理由で当該施設や業務を離れてしまうのか。こ
れらは [介護労働安定センター, 2014, p. 33]及び [全国老人保健施設協会, 2014, p. 123]から
有意義な示唆を得ることが出来る。下記二表は、両資料によって行われた介護職従事者の
離職理由に関する回答傾向を構成比率の高いものから並べ替えた上で、全体の回答の過半
数を満たすまでの理由群を抽出したものである。
表 1 介護職従事者の離職時の主な理由①
回答者数(7) 構成比 累積百分率
職場の人間関係に問題があったため 590 15.3% 15.3%
法人や施設・事業所の理念や運営のあり方に不満があったため 589 15.2% 30.5%
他に良い仕事・職場があったため 420 10.9% 41.4%
収入が少なかったため 418 10.8% 52.2%
[介護労働安定センター, 2014]よりに筆者作成
表 2 介護職従事者の離職時の主な理由②
回答者数(8) 構成比 累積百分率
給与が安い 384 15.50% 15.50%
その他 268 10.80% 26.30%
職場内の人間関係 261 10.50% 36.80%
正社員になれない 137 5.50% 42.30%
結婚のため 137 5.50% 47.80%
仕事の内容がきつい 126 5.10% 52.90%
[全国老人保健施設協会, 2014]より筆者作成
(7) 全回答者数 3,866 名(内、施設系 2,330 名、居住系 705 名、居宅介護支援 831 名)。各項目における回答者数は、
本資料が複数回答による構成比のみの表示の為、一度実数に戻した後、全体の回答者に構成比を乗じたものを
記載。
(8) 同法人会員のうち 3,538 施設の老人保健施設にいる介護職員からの、離職経験を有しかつ現在介護職に従事
する介護福祉士、計 2,479 名からの回答。
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上記二表を見ると、職場内の人間関係、及び給与面での理由が共通項として存在してい
る。次章にて説明する様に、施設系の介護事業所では業務効率上、複数人が分業制でもっ
て利用者にサービスを提供することが多い。その為、上司、同僚、利用者との対人環境上
のストレス要因が多く、身体的ストレスよりも精神的ストレスが高い [谷口・他, 2010, p.
55]ことから、職場内の人間関係や意思伝達の形態に従業員が満足していない場合、離職意
思に大きく影響する可能性がある。
また、同業界の従事者の給与が低いという点は各マスメディアや伝聞により暗黙的に周
知されており、過酷な仕事内容にその給与が見合っていないという意見は多く存在する。
その一方、介護業界は日本において比較的新しい産業に部類されるため、勤続年数と賃金
の上昇度合を考慮した場合、全産業平均とそれほど大きな差異は無いといった指摘もある
[中川・他, 2014, p. 48]。以上の二つの共通項に続いて、施設の理念や経営方針に対しての
不満、雇用形態上及びライフステージ上の理由、過労な業務が主な離職理由として挙がっ
ており、これらによって介護職従事者の離職意思の過半数が満たされていることがわかる。
これらの理由が起因してか、1988 年に制定された介護福祉士は 2006 年時点で約 54 万人
が資格を取得しているものの、資格取得者の４割は資格を持ちながら介護現場では働いて
いない潜在的介護福祉士であり、この様な資格を有していながら介護業界に身を置かない
人材が多く存在する事が [西田, 2007]によって指摘されている。以上の様に、介護職従事
者の高い離職傾向は特に施設にてサービスを提供する介護事業所の職員に依拠していると
いえ、上記で挙げた離職理由の解決への取り組みは慢性的な人材不足と高い離職傾向の改
善に繋がる可能性が高いといえよう。
第３節 本研究の目的
以上の通り、同業界で働く介護職従事者には慢性的に高い離職傾向という問題が内在し
ており、益々高齢化が加速する今後の日本において、これらは特に意識を傾けるべき事案
の一つであるといえよう。よって本研究は、この介護職従事者の離職意思を低減させる有
効策を考察することを主旨とし、実務において上記の問題点を抱える施設管理者に有用な
示唆を与えることを目的としている。ひいては、日本の多くの介護施設における安定的な
介護サービスの供給と事業推進を促進する事を意図している。
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第２章 本研究が対象とする領域
序章では、本研究に至る背景として日本の介護業界の現状と内在する問題点について記
した上で、本研究の主旨について述べた。本章では、本研究が対象とする各領域について
言及する。はじめに、日本の介護業界に関する各資料を概観し、主な対象となる介護施設
や従事者を制定する。その後、本研究の目的を達成するための糸口であるインターナル・
マーケティングという経営学上の議論を整理して、次章からの実証的検証に移る。
第１節 介護業界
第１項 対象とする介護施設
本項では、介護業界に包含される様々なサービスの中、本研究の対象範囲について簡潔
に整理する。
介護サービスは、まず大きく医療系サービスと福祉系サービスに分けられる。前者では、
医師や看護師等の医療従事者による医学的な管理を含む“療養”を目的とした医療サービ
スが提供されており、例えば通所リハビリテーション（デイケア）、短期入所療養介護、介
護老人保健施設等が挙げられる。一方、後者では介護福祉士やホームヘルパーによって利
用者の“生活”を念頭に置いた種々のサービスが提供されており、通所介護（デイサービ
ス）、短期入所型生活介護、特別養護老人ホーム（介護老人福祉施設）等が挙げられる。尚、
本研究では医療系サービスと福祉系サービスの内、リハビリテーション、訪問看護等の医
療系サービス従事者を除外し、福祉系サービス従事者を主な研究対象とする。前章第２節
第１項にて言及した様に、福祉従事者と比して医療従事者の離職傾向は低く、また全産業
平均と比べてもその値は良好な水準を保っていることから、福祉系サービス従事者に焦点
を当て、その高い離職傾向に問題意識を傾注して考察するためである。
福祉系サービスにおいて、介護保険給付が適応される介護サービスは下表の様に大別さ
れ、介護支援専門員によって医療サービスとこれら介護サービスが組み合わされ、利用者
に提供されている [西田, 2007, p. 28,34]。（表１）
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表 3 福祉系介護サービス一覧
在宅
（居宅）系
① 訪問型サービス
利用者宅を介護福祉士やホームヘルパーが訪問し、各
種身体介護や生活援助を行う。
② 通所型サービス
日帰りの介護施設に通う利用者に対して、各種身体介
護やレクリエーションを提供する。
施設系
③ 短期入所型サービス 老人短期入所施設、特別養護老人ホーム等の介護施設
に短期滞在または入居している利用者に対して各種生
活介護を提供する。
④ 入居型サービス
在宅と施設
の中間的分
類
⑤ 地域密着型サービス
認知症対応型通所介護、小規模多機能型居宅介護、認
知症対応型共同生活介護(グループホーム)等の利用者
に対して、訪問サービス、デイサービス、ショートス
テイ等の各種サービスを柔軟に組み合わせて利用者に
提供する。
その他の
分類
⑥ 居宅介護支援サービス
介護支援専門員による介護サービス計画（ケアプラン）
の作成、及びそれに基づいたサービス事業者への依頼、
連絡、調整。
⑦ その他の介護サービス 福祉用具貸与、介護タクシー、配色サービス(9)等。
[西田, 2007] [吉村, 2013]を参考に筆者作成
左列は、利用者が介護サービスを受ける際の身体的及び心理的な位置づけとしての分類
である。在宅（居宅）系サービスは、生活の中心を自身の家としている利用者に対して提
供される介護サービス分類であり、それらの下位分類としては①訪問型サービスや②通所
型サービス（デイサービス）等が挙げられる。①訪問型サービスは当該従事者が利用者宅
を訪れ、食事、入浴、排泄などの身体介護や調理、洗濯、掃除等の生活介護サービスを提
供している。また、②通所型サービス（デイサービス）は日帰りの介護施設に通う利用者
に対して、入浴、食事、日常生活の相談、健康状態の確認・維持を行う。その他、陶芸、
生け花等のレクリエーションを通じて、利用者の心身機能の維持・回復、及び介護する家
族の負担を軽減させるといったサービスも提供している施設も多い [吉村, 2013]。
(9) 介護タクシー及び配色サービスは現状介護保険適用外。
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次に、施設系サービスでは利用者に宿泊を伴う介護サービスを提供しており、宿泊日数
に応じて③短期入所型サービスと④入居型サービスに分類される。例として特別養護老人
ホームが挙げられ、施設規模により違いは生じるが 60 人前後のものが多い。入所対象者は
身体上または精神上著しい障害を持つ利用者であり、要介護４－５の重度者が約 7 割を占
め、また退所者の７割は死亡によるものであるといわれている [三徳・他, 2008, p. 122]。
続いて、利用者の身体的及び精神的な位置づけとして、在宅系と施設系の中間に存在す
るのが⑤地域密着型サービスである。これは、利用者が在住する地域内で、安心して生活
できる介護環境を整備するという目的で創設され、市町村が各地域の実情に合わせてサー
ビスや施設の供給量をコントロールし、利用者は自身の実情に合わせて訪問介護や入居型
介護サービス等を選択することが出来るというものである。例えば小規模多機能型居宅介
護施設は、訪問介護、通所介護、短期入居、居宅介護支援の４つの機能を併せ持った施設
であり、利用者はこれらを自由に組み合わせたサービスを受けることが出来る [吉村, 2013,
p. 54-55]。
最後に、在宅系及び施設系に含まれないその他の分類として⑥居宅介護支援サービスと
⑦その他の介護サービスがある。⑥居宅介護支援サービスとは、利用者の自立と機能の維
持・回復を目的とした介護支援専門員による介護計画の作成及び調整を指す。各利用者に
よって異なる介護計画の全体を管理する役割を担い、定期的な利用者宅への訪問や事業者
との交渉等を行う。これらのサービスを提供する居宅介護支援事業所は独立的に運営され
ている場合と上記の様な介護施設内に併設されて運営されている場合がある [吉村, 2013,
p. 92-93]。また、上記までの介護サービスの中に分類されないものとして、⑦その他の介
護サービスを挙げる。これらには、介護福祉用具の貸与、介護タクシー、配食サービス、
買い物代行、訪問型理美容サービス等が該当する。
以上が、利用者が受ける主な介護サービスの大分類であるが、これらの中で本研究では
②通所型サービス、③短期入所型サービス、④入居型サービス、⑤地域密着型サービス、
及び介護施設にて併設的に運営されている事が多く、また小規模な施設では身体的介護サ
ービスと兼務する場合も多い⑥居宅介護支援サービス、これらの何れかに該当する介護職
従事者を主な検証対象とする。②通所型サービス及び施設系では、多くの場合、介護を効
率良く行うために様々な職種の人々があらかじめ設定された介護方針・目標、介護方法に
従って行動するチームを形成し、利用者の介護を行う事が多く、このようなチーム型の仕
事遂行形態は、限られたマンパワーのなかでより効率的な作業を可能にするために必要な
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ものであると [森本, 2003, p. 263-264]内で述べられている。この様に、施設内で提供され
る介護サービスはある程度分業化されており、例えば食事であれば、利用者個々の身体状
況に応じて担当部署が調理し、配膳、下膳、食事介助等はまた別の職員が行うといった場
合が多い [高橋 幸, 2012, p. 57]。
その一方、比較的軽度な要介護１－２の利用者が大半を占める(10)①訪問型サービスでは
利用者への身体介護と生活援助の内、後者である炊事、掃除、洗濯に関する業務が中心と
なり、一人の介護職員が利用者宅を訪れ単独で各種サービスを提供する事が多い(11)。この
様に、同じ介護サービスであっても、訪問介護事業所で勤務する場合と施設で勤務する場
合とではその業務形態は大きく異なる [高橋 幸, 2012, p. 57]ため、これらを画一的に取り
扱う事は適切ではない。また前章第２節第１項にて述べたように、訪問介護サービスに従
事する介護職員は、同業界の施設系と相対するとその離職傾向は低く推移している事がわ
かっている。よって本研究では、その業務形態の違いを考慮して①訪問型サービスの介護
職従事者を主となる研究対象から外し、上述の様な施設にて、分業制の下、複数人体制で
利用者に介護サービスを提供している介護職従事者を主な対象とする。また、身体的に利
用者に直接介護サービスを提供しない⑦その他の介護サービスも本研究の検証対象からは
除外する。
第２項 対象とする介護職従事者とその一般的属性
次に、上記で制定した施設系介護事業所における従事者の実態について、公益財団法人
介護労働安定センター(12)が発効する「平成 25 年度介護労働実態調査」を用いて言及する。
今回対象となる通所型サービス、施設系の各介護サービス、及び居宅介護支援サービスに
おける従事者の属性や雇用慣行を把握し、本研究の対象とする介護職従事者の日本におけ
る全体的な傾向を捉えると共に、以降の実証的検証にて抽出したサンプルの属性分布との
比較、及び考察の参考とする。
(10) [吉村, 2013]内、p. 73 左下図参照。
(11) 訪問介護サービスの内、訪問入浴介護は通常看護職員１名と介護職員２名または、介護職員３名で行われる
[吉村, 2013, p. 74-75]。
(12) 日本の高齢社会の進展に伴う介護労働力の需要増大に対処し、介護労働者の雇用管理の改善、能力の開発・
向上、その他の福祉の向上を図るための総合的支援機関。平成 4 年に設立され、「介護労働者法」の指定法人。
平成 12 年度からは、「介護保険制度」の施行に伴い、介護事業者を含む介護分野全般に対する支援事業を実施。
(同法人、HP より抜粋：http://www.kaigo-center.or.jp/center/index.html)
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図 4 施設区分別性別分布
介護労働安定センター「介護労働実態調査」平成 25 年度を基に筆者作成
図 5 施設区分別年齢分布
介護労働安定センター「介護労働実態調査」平成 25 年度を基に筆者作成
上記二表は、居住型、通所型、入所型で構成される施設系事業所、及び居宅介護支援に
従事する職員の性別と年齢分布を表したものである。（図４・５）
まず性別をみると、何れの職種も女性が７～８割を占めている事がわかる。なかでも、
居宅介護支援の女性比率が他と比して高いのは、利用者のケアプランの策定が中心業務と
なり身体的負担が少なく、また当該有資格者によって独立的に運営されている事もあるこ
とから、女性の結婚・出産等のライフステージの変化に起因した離職が伴うことが少なく、
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職務を継続しやすいといった理由が考えられる。
次に、年齢分布である。こちらは居宅介護支援を除くと、どれも似た傾向を取っており、
10 代がやや少なく、20～50 代までは細かな差はあるものの、ほぼ均一的に分布していると
いえよう。一方、居宅介護支援の年齢層が他と比して高いのは当該資格の取得には同業界
での一定以上の実務経験が必要となる事が起因しているといえよう。以上を総括すると、
今日の日本の介護現場では 20～50 代の各年齢層の女性が中心となって利用者にサービス
を提供していると推察できる。
続いて、雇用慣行についてである。下記四表は各職員における現在の法人での勤続年数
を上段に、主とする職種での経験年数を下段に記したものである。（図６）
図 6 サービス別勤続年数と経験年数の比較
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以上四表、介護労働安定センター「介護労働実態調査」平成 25 年度を基に筆者作成
各表を概観すると、四表全てにおいて３～７年迄は下のグラフが上のグラフよりも短く、
７～10 年以降を機にそれらが逆転していることが見受けられる。これらから、当該事業所
での勤務において若年時は勤続年数と比して主となる職種の経験年数が短く、年数が経つ
につれて特定の介護サービスに傾注する傾向があることがわかる。従って、介護職員とし
てのキャリアの若年時は当該施設内のいくつかの介護サービスを所謂ジョブローテーショ
ンした後、７～10 年以降を目途に特定のサービスに特化して継続的に従事する、または従
事経験を持つ特定の介護サービスを他の事業所でも継続して担当するというキャリア形態
を取っていると考えられる。
尚、上記グラフには資格を有しない職員、ホームヘルパー、介護福祉士、居宅介護支援
専門員等が含まれているが、これらを総称して本研究では介護職従事者と記述する事とす
る。また、文脈に応じて利用者の介護計画を策定する介護支援専門員らと直接利用者に身
体的な介護サービスを提供する介護職員らを区別して、後者をケアワーカーと記す場合も
ある。
第２節 インターナル・マーケティング
前章では介護職従事者の高い離職率について言及した上で、前節にて同値を引き上げて
いる原因である施設系の介護職従事者を本研究の主な対象として設定した。これらを踏ま
え、これらの問題の解決に寄与すると考えられる経営学上の学問領域としてインターナ
ル・マーケティングを取り上げたい。よって本節と次節では、次章以降の実証調査に先だ
って、このインターナル・マーケティングについてのいくつかの議論を概観した後、同議
論上の施策として捉える事が出来る介護業界並びに同業界に近い医療業界での特徴的な事
例を取り上げる。
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第１項 インターナル・マーケティングとは
日本をはじめとした先進諸国において、産業の大局はかつての製造業からサービス業へ
と現在進行形でその主体を移行させている。さらに、産業分類上では製造業に属する企業
でさえも、顧客の様々なトラブルに対処するサポートや顧客企業に対するコンサルティン
グ等、当該製品を媒介にして包括的なサービスを提供している企業は数多く存在すること
から、今や製造業に分類される企業であっても自社が提供する価値を当該製品のみならず、
サービス領域にまで拡張することは当然となっているといえる。その結果、これまでのサ
ービス業として明確に区分けされてきた航空会社、医療、保険会社、小売流通業等にとど
まらず、現代はすべての産業がサービス化してきている [木村, 2007, p. 229]といえよう。
製造業における所謂プロダクトである消費財と対比して、サービス業のサービス財には
それ自体の無形性、顧客との同時生産性といった特性がある。それらサービスが持つ特有
の要素により、サービス供給者と顧客は密接に関わり合い、人によるサービス提供がサー
ビス・ビジネスそのものの成果として生じる。よって、この様なサービス領域では、市場
へのマーケティングのみならず、従業員をはじめとした内部組織へのマーケティングの重
要性が高い [木村, 2007, p. 230]といえる。この企業内部の従業員に対しての企業側のマー
ケティング活動が、すなわちインターナル・マーケティング（Internal Marketing、以下、
IM と記載。）である。この様に、先進諸国においてサービス経済化が発展し、サービス・
マーケティングが注目されるようになる中、IM の研究も発展していった。 [高橋 昭, 2014,
p. 5]
第２項 定義
IMは、同概念の初めての提唱者であるBerryによる、「当該組織の目的を満足させながら、
不可欠な内部市場のニーズを満たす内部製品を利用可能にすることにかかわるもの」(13)とい
う定義を発端として、種々の論者らによって議論されている [高橋 昭, 2014, p. 1]。例えば
[George, 1990]は、「IMとは組織内の人材をマーケティング視点で管理する哲学であり、①全
階層の従業員が自社の提供するサービスや顧客へのキャンペーンの価値を熟知しているか、
②全従業員が顧客志向でもってサービスを提供するように動機づけられているか、という二
(13) Berry の定義によると、当該組織において、従業員を内部市場（Internal market）、それら従業員の仕事を内
部製品（Internal product）と捉えた上で、内部市場が満足する内部製品を設計し提供する事で従業員満足を高
めることを目的としている。 [高橋 昭, 2014, p. 14]
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つの視点でもって組織内の部門間を統合する水平的な管理手法である」(14)と述べている。同
様に、[Berry and Parasuraman, 1991, 対訳: 蒲生, 2009, p. 255]は、「IMとは従業員のニーズ
を満たしうる職務設計（Job product）を通じて、適任の従業員を惹きつけ、開発し、動機づ
け、そして維持することである。IMは従業員を顧客として扱う哲学であり、それは人々をニ
ーズに適合する為の職務設計を形成する戦略である」と述べている。他にも [木村, 2007, p.
14, 248]では、企業の環境適応を、外部環境の変化に応える外部適応と、それらの変化に対応
するための組織の諸機能の再編・構築を指す内部適応の二側面として捉え、その内部適応を
最適化する為のアプローチをIMと示した上で、下記の様なより組織の時間軸を捉えた定義を
採用している。「IMとは、組織がその目標を中長期的に達成する事を目的として実施する、
内部組織の協働のための一連のプロセスあるいはコミュニケーションである」、と。
これらの論者らの定義は IM の概念を解釈する上で有益な示唆を与えると共に、組織に
おける IM 的志向の重要性や有用性の理解に資するものである。一方、これらの議論は規
範的研究内では豊富に存在するが、IM によって生じる効果や目的達成の度合いの実証的側
面を捉えた場合、上述の様な定義群ではその定量的測定が困難であるという指摘もあり
[高橋 昭, 2014, p. 168-169]、次のように、より具体的に施策と目的を示した定義が採用さ
れることもある。「標的従業員に対して、動機づけ、権限委譲、役割明確性などの手段を有
効に行使して、標的従業員の職務満足と成果を向上させること及び離職を避けることを目
的とするマーケティング活動」 [高橋 昭, 2014, p. 30]。
この様に、IM の定義には規範的なものから、より具体的なものまで多岐に渡っている。
[木村, 2007, p. 33-34]によれば、IM の役割には三つ段階が存在し、第一段階として「従業
員の動機づけと満足度の向上」、第二として「従業員の顧客志向の実現」、第三として「部
門間の統合と戦略の実行」という多側面を持つと述べられており、これらは段階的に移行
するものではなく、適応範囲と目的によって発展的に拡張されるという主張がなされてい
る。従って、IM とはその対象となる従業員、企業、産業等に応じて種々の役割が課せられ、
またそれらを達成する手法も画一的ではないといえる。よって、これらの論者たちの定義
や議論を参考にし、本研究の対象となる介護職従事者や介護業界に応じた定義が必要であ
るといえよう。次章第１節にて詳しく述べるが、様々な産業を対象にした離職率に関する
先行研究群から介護職従事者の離職傾向を低減させる効果がある要素として、従業員満足
度と組織コミットメントという変数を挙げており、本研究では、この両変数への IM の有
(14) 対訳未検出の為、筆者訳。
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用性の検証を主目的としている。また、同対象者に効果のある具体的な IM 上の施策は先
行研究の僅少から探索段階にあるといえ、この点も本研究における主要な事項である。以
上を踏まえ、本研究では IM を「従業員の満足度及び組織へのコミットメントの向上を目
的とした、内部組織へのマーケティング活動」と定義したい。
第３項 人的資源管理との違いとサービス・プロフィット・チェーン
IM を内部組織へのマーケティング活動と捉え、その目的を従業員の満足度や組織へのコ
ミットメントの意思の向上と定義した場合、人的資源管理（Human Resource Management、
以下、ＨＲＭと記載。）領域の文脈とも重複した解釈が出来よう。しかし、ＨＲＭの議論の
中心が組織内部の構成員であるのに対し、IM のそれはあくまで最終的なサービスの受容者
である顧客の満足とロイヤルティの向上にある点で異なる。つまり、サービス財の持つ同
時生産性や無形性によって生じるサービス提供者と顧客との相互関係下では、顧客満足は
サービス財の品質に依存し、サービス財の品質はサービス提供者である従業員に依存する
という関係性から、サービス提供者の当該業務や組織に対する肯定的な意思の養成は最終
的な顧客満足の前段階に位置付けられる。この最終的な顧客満足を獲得するために IM は
存在しており、IM による内部組織への関与から最終的な顧客満足までの規範的な因果関係
を示したモデルをサービス・プロフィット・チェーン（Service Profit Chain、 以下、SPC
と記載。）と呼ぶ。この SPC モデルは主に[Heskett, Jones, Loveman, Sasser, and Schlesinger,
1994]（以下、[Heskett et al, 1994]と記載。）や [Heskett, Sasser, and Schlesinger, 1997]らに
よって提唱されたことを発端として、今日まで同モデルに依拠し、その発展に貢献してい
る研究は多い。例として、小売店を対象とした [Printchard and Silvestro, 2005]や [M.A.,
2005]、銀行の個人向け事業を対象とした [Gelade and Young, 2005]、学校施設の従事者と
学生に同モデルを適応した[Cirone, 2003]等が挙げられ、これらは各対象産業における SPC
モデル内の部分的な関係性を実証している。
ここでは[蒲生, 2009, p. 254]や [高橋 昭, 2014, p. 47]内でも引用されている [Heskett et
al, 1994, p. 166]のモデル図を参考にして、その変数間の関係性とその中での IM の位置づけ
について簡潔に述べる。（図７）
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図 7 SPC モデル
[蒲生, 2009, p. 254]、[高橋 昭, 2014, p. 47]、[Heskett et al., 1994, p. 166]を参考に筆者作成
上図左側に位置する「従業員への内的サービス」が IM として位置付けられ、そこから
「従業員の満足」に伸びるパスが IM によって引き起こされる効果を示していると理解で
きよう。前述の通り、介護業界における同パスの有意性の検証が本研究の趣旨の一つであ
ると共に、本研究で設定した IM の定義から、介護職従事者の組織コミットメントへの関
係性も検証する事で同業界における SPC モデルの発展を試みる。
昨今の日本の介護業界では、高齢化社会の益々の進展による市場規模の増大から企業参
入が相次いでおり、業界内競争は今後も激しさを増してゆくであろう。そういった中、
[Heskett et al, 1994]内で高ロイヤルティ顧客の特性の一つに潜在顧客への推薦活動が挙げ
られているように、特にグループホームを始めとした地域密着型の介護サービスが行政に
よって注力されていく中では、地域に根差した利用者との継続的な付き合いによって形成
される信頼関係が利用者自身や利用者の親族の顧客満足度及びロイヤルティを高め、それ
らは当該事業所の持続的な競争優位を形成すると考えられる。
第３節 介護業界におけるインターナル・マーケティングの事例
上記した様な IM の文脈を捉えると、同業界内や近接する医療業界内で同概念を含有す
るいくつかの事例が見受けられる。
例えば、東京都にて介護付き老人ホームを運営する①社会福祉法人新樹会・デンマーク
ＩＮＮ深大寺では、開設当社より職員のキャリアアップ支援に傾注した施策を多くとって
いる。資格取得に対する手当や基本給への反映の他、同業界を越境した医療知識を養成す
る援助も行っている事が特徴的である。内容としては、看護師等の医療従事者を招聘して
職員が聴診器の使用方法を学ぶ機会を設けたり、薬剤や疾患に関する勉強会を開催したり
というものである。これらの費用は施設側が負担し、職員の知識養成及び動機づけの向上
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を促しているという [日経 BP 社②, 2012, p. 25]。
また、②医療法人元気会・横浜病院では、顧客満足度、及び職員満足度の目標値を定め
ると共に、同数値の定期的な測定を行っている。加えて、同院の目指すべき未来の在り方
をヴィジョンとして明言化し、介護職員を含む全職員に周知している [日経 BP 社, 2014, p.
36-37]。同様に、③社会福祉法人宮城厚生福祉会でも、特別養護老人ホーム新設の際、施
設の掲げる基本理念を新規に入職した職員に作らせるという研修施策を行っている [木谷,
百里, 2014, p. 56]。
さらに、兵庫県に所在する④医療法人明倫会宮地病院では、職場内の雰囲気を明るくし、
職員同士が良好な人間関係を築くための施策として、職員が他の職員から助けられた経験
や感謝の意をカードに記し手渡す取り組みや患者や利用者からの謝辞を同院全体に周知す
るという院内コミュニケーションを活性化させる取り込みを行っている。これらの施策は
職員の帰属意識を高めると共に、職員が相互に気遣い合う習慣を形成する事を目的として
いる[日経 BP 社②, 2012, p. 26]と述べられており、組織内の情報伝達の円滑化や最終的な利
用者への良質なサービスの提供を可能にしているという。
以上で取り上げた事例では、各職員の離職傾向や従業員満足度、組織コミットメントの
経年変化による数値は言及されていないが、前節で述べた IM の主要素である最終的な顧
客満足度向上を念頭に置いた内部組織へのマーケティング活動であるといえよう。これら
の定性的事例から導出される有効性は、より量的な追加検証が行われるべきであり、上記
した個々の事例の一般化を目的とした実証調査が必要であると考える。
そこで次章以降では、まず種々の先行研究内で議論されている IM を構成する変数を抽
出し、それらから質問票を作成、実施している。その後、回収結果に対して各種分析を行
うことで同業界特有の IM の構成概念を抽出した上で、同業界への IM 適応における仮説
モデルを提示している。
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第３章 先行研究レビュー及びＩＭの構成要素の抽出
本章では、次章の調査で用いる質問紙作成のために、IM の議論で頻出されている要素に
ついて言及する。はじめに、離職意思に関する先行研究を概観し、離職意思に有用に作用
すると考えられる変数を考察する。次に、これらに対して IM の有用性を示している研究
群からその構成要素を抽出し、それらを基に質問紙を作成している。
第1節 離職意思の低減効果を示唆する他産業の先行研究
序章第２節で述べたように、日本の介護業界には慢性的な離職傾向が存在していること
は明らかであり、介護職従事者の組織への定着の問題は特に施設系の従事者に顕著に現れ
ている事がわかった。
一方、他の業界に目を転じると、小売業やホテル業等の多岐にわたる業界で組織成員の
離職率や離職意思に関する研究が多く蓄積されている。例えば、小売業従事者を対象とし
た [Mitchell at el., 2001]や [SPHR-CA, 2010]の研究では、従業員の満足度が向上すること
で組織成員の離職意思を減じさせる効果があることが実証されており、これらと類似傾向
の先行研究は小売業以外でも [Wickramasinghe, 2010]が存在する。
また、従業員満足度が離職意思に作用する際に、その媒介変数として従事者の組織への
コミットメントが存在することを指摘している研究も存在する。例えば、製造業従事者を
対象とした [Yücel, 2012]では、従事者の職務満足度が高まる事で当該成員の組織に対する
コミットメントの意識が高まり、その結果として離職意思が低減することが示されている。
また、これらの先行研究は上記の様な営利組織のみならず、医療業界をはじめとした非
営利組織の従業員を対象にしたものも幾何か見受けられる。例として、米国の看護師を対
象とした [Cavanagh and Coffin, 1992]では、当該業務への満足度が高まることで看護師の
病院への残留意思が向上することが実証されていたり、韓国の看護師を対象とした [Lee et
al., 2012]の実証研究でも職場立地、研修制度、上司からの指導等に関しての満足度が高い
看護師ほど離職意思が低くなるという関係性が証明されていたりしている。他、同様の結
果が実証されているものとして [Mitchell at el., 2001]や [Singh and Loncar, 2010]が挙げら
れ、それぞれ米国とカナダの看護師を対象としたものである。
加えて、 [Kim and Chang, 2014]によって、組織コミットメントが看護師の離職意思を
直接減じさせる効果が実証されていると共に、[Parry, 2008]や [Ding and Lin, 2006]の研究
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では、看護師の従業員満足度が組織へのコミットメントを媒介にして従事者の離職意思を
減じさせる（または、職務への継続意思を増加させる）事が実証されている。
上述した種々の先行研究の結果に従うと、離職意思の低減には従業員満足度や組織コミ
ットメントといった、従業員の業務や組織に頂いている感情が多大に関与すると考えられ
る。特に、利用者の多くが高齢者に占められていることや、当該業務の非営利的側面や利
用者への奉仕的側面において介護業界と類似しているといえる医療業界でも同様の傾向が
見られることから、これらの指標が高まる施策や方法を考察することは、同業界において
高い有用性があると考える。
以上の点から、本研究では従業員満足度、及び組織コミットメントは日本における介護
職従事者の離職意思の低減に効果的であると前提した上で、これら二つの指標を向上させ
るために、前述の IM は有効であるかどうかを検証する。以下では、この両変数それぞれ
に対する IM の有効性を指摘している先行研究を取り上げている。
第２節 従業員満足度に作用するＩＭ
米国の看護師を対象にした [Peltier et al., 2006](15)や、薬物依存者や無住居者らを支援す
る非営利組織の成員を対象にした [Bennett and Barkensjo, 2005](16)らの研究では IMによっ
て当該成員の職務に対する満足度や忠誠心が向上したと実証されている。その他、営業担
当者や接客担当者を対象とした [高橋 昭, 2014](17)や保険会社の従業員を対象とした
[Esfahani et al., 2013](18)の研究においても同様の傾向が示されており、組織・企業側の IM
によってそれらに属する成員の満足度が向上することが実証されている。この様に、IM が
従業員満足度に与える影響は営利、非営利問わず多くの産業で指摘されていることから、
介護業界においても IM が作用する対象として同変数を検証す事は有効であると考える。
尚、本研究では上記した様な先行研究内で見受けられる職務満足度（Job Satisfaction）、
従業員職業満足度（Employee Job Satisfaction）、及び従業員満足度（Employee Satisfaction）
(15) 同研究では、IM を Financial Bond(給与などの金銭的繋がり)、Social Bond(職場の人間関係等の社会的繋が
り)、Structural Bond(仕事の裁量権や柔軟性などの職務構造的繋がり)の三つに大別している。
(16) Job Satisfaction に対する IM の標準化 β は 0.24(t-value=3.33)
(17) ここでは筆者は、動機づけ（Motivation）、権限委譲（Empowerment）、役割明確性（Role Clarity）、役割
葛藤（Role Conflict）、適応性（Adaptability）等を、IM を構成する要素としており、上述の通り、これらの手
段を有効に行使して、標的従業員の職務満足と成果を向上させること及び離職を避けることを目的とするマー
ケティング活動を IM として定義している。 [高橋 昭, 2014, p. 30, 31-37]
(18) 同研究では Pays、Workplace、Promotion、Internal Product を IM の構成要素としている。Job Satisfaction
に対する IM の標準化 β は 0.55(P<0.000)
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を類似する概念と捉え、従業員の業務や職場環境等の仕事に対する包括的な満足度を指す
用語として解釈し、これらを総称して従業員満足度（以下、ES と記載。）とする。
第３節 組織コミットメントに作用するＩＭ
前節の従業員満足度と同様に、IM が作用する変数として、組織コミットメントを取り上
げている研究も多く存在する。しかしながら、同変数の定義は学問分野ごとに別個に行わ
れ、一括りに述べる事が困難であり [高橋 弘, 1997, p. 123-124]、今日までそれらはいくつ
かの下位概念の下で議論されている。以下では、先行研究を概観した際に見受けられた傾
向を記している。
まず、医療機関の全従事者を対象とした [Tsai and Wu, 2006](19)や看護師を対象とした
[Tsai and Wu, 2011](20)の研究では、成員の組織に対する信頼度と誇り（Trust and Honour）、
及び忠誠心（Loyalty）の二要素が組織コミットメントの測定尺度として用いられている。
同研究では IM の施策によって、これら変数で構成される組織コミットメントが向上する
と共に、組織コミットメントが高まることによって成員が提供するサービスの品質が向上
するといった様な媒介変数の役割がある事が実証されている。
その一方、銀行員を対象にした [Shekary et al., 2012](21)、及び銀行管理職を対象にした
[Caruana and Calleya, 1998](22)でも、IM によって行員の組織へのコミットメントが増加す
る事を指摘されているが、同研究群における組織コミットメントは①情動的コミットメン
ト(Affective Commitment)、②継続的コミットメント(Continuance Commitment)、③規範
的コミットメント(Normative Commitment)という三つの要素でもって構成されている。
[高橋 弘, 1997]を参考に簡略的に説明すると、前者から①ある特定の組織に対する個人の
同一化および関与の強さ。②組織の成員でいることの報酬と費用の関数、すなわち、当該
組織への長期年数に渡る在籍。③自身が組織に留まり、適応しなければならない、という
義務感・規範的意識、とそれぞれ定義づけられている。
また、上記の定義と類似傾向があるといえる構成概念として、看護師を対象にした
(19) 本研究では、Vision and Development、Human Resource Management の二要素を IM の構成要素としてい
る。Organizational Commitment に対する IM の β 値は 0.79(p<.001)
(20) IM の構成要素は脚注(10)と同様。Organizational Commitment に対する IM の β 値は 0.78(p<0.001)
(21) 本研究では、Awarding System、Supervisor Support、Empowerment、Appraisal System、Empathy の５
つをＩＭの構成要素としている。Organizational Commitment に対する β 値 0.70(p<0.001)
(22) 本研究では、Vision、Development、Reward をＩＭの構成要素としている。Organizational Commitment
に対する IM の β 値 0.325(p<0.001)
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[Chang and Chang, 2008]や [Chen et al., 2013]の研究では①Value Commitment、②Effort
Commitment､③Retention Commitment(23)という三つの下位概念でもって同変数が構成さ
れている。これらは、①組織の目標や価値に対する強い受容の意思、②組織の利益に対す
る献身的な努力の意思、③組織の一員としての継続的な所属の意思(24)と述べられており、
上述の研究と同じく IM によって増加傾向を取る事が実証されている。尚、これらの研究
が介護業界と比較的類似するといえる医療業界で実証されている事から、本研究における
調査対象への適応可能性が高いと判断し、同構成要素を今回の組織コミットメント
（Organizational Commimtmnet、以下、OC と記載。）の下位概念として採択した。
第４節 ＥＳとＯＣ二変数間の研究
上述した様な、ES と OC それぞれに焦点を当てた研究に加えて、両変数を一つの仮説モ
デル内に取り入れた上で、それらの関係性を検証している研究もある。例として、[Parry,
2008]、[Yücel, 2012]、[Lee, 1994]、[Lok and Crawford, 2001]、[Ding and Lin, 2006]等が挙
げられ、これらは看護師や医療施設従事者、及び製造業従事者を対象に行われている。こ
れらでは、元々ES が高い従事者もしくは同変数の高まりによって、当該従事者の OC が向
上することが指摘されている。さらに、同二変数間の関係に対する IM の有用性を検証し
ている研究もあり、例えば [Chen et al., 2013]、 [Hsu et al., 2013]、 [Back et al., 2010]が挙
げられる。看護師や医療従事者、及び娯楽施設従事者を対象としたこれらの研究内では、
IM によってまず ES が高められ、結果として、OC が向上するという因果モデルが実証さ
れている。
以上までを鑑みると、ES と OC の両変数間には強い関係がある事が伺え、先行研究の結
果を踏まえると、OC は ES によっても高められる可能性があるという点が示唆される。よ
って本研究においても、ES と OC それぞれに対する IM の有用性の検証に加えて、対象者
の ES がその OC に与える影響についても併せて検証すべきであるといえよう。
第５節 ＩＭの構成概念
以上の様に、ES や OC に IM が効果的であることは、多くの先行研究によって支持され
ている。しかしながら、一括りに IM といえど、その構成要素は先行研究によって多岐に
(23) 対訳となる先行研究が見受けられない為、原文のまま引用。
(24) 筆者訳。
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渡っている。以下では、IM を取り上げているいくつかの先行研究から、本研究における
IM を構成する具体的な要素を抽出している。参考にした先行研究は、主として医療機関、
ＮＰＯ法人、ボランティア団体等を対象としたものである。これらの営利性の低い組織を
対象とした研究で用いられている IM 上の要素であれば、介護職従事者においても類似し
た傾向を取る可能性が高いと考えたためである。
その他、営利性のあるサービス業や製造業を対象とした研究からも追加的に抽出してい
る。非営利のみならず営利組織で活用されている IM 要素も対象に含める事で、後述の因
子分析において広範な考察を目的としているためである。
第１項 組織内のコミュニケーション
まず、組織内の同僚及び上司・管理者らのコミュニケーションの管理を挙げる。これは
上司や同僚からの相談、励まし等の情緒的サポートや業務遂行に必要な情報の提供及びア
ドバイス、仕事の手助けなどの手段的サポート [蘇・他, 2007]が組織内の従業員が不満足
なく十分に管理されており、良好な人間関係が形成されているかという点に着目した IM
上の要素である。
例えば、 [Begat et al., 2005]では看護師が職務環境へ求める心理的な要素として、同僚間
との関係や職場内での協力関係、良い情報伝達が抽出されている。さらに、 [Chen et al.,
2013]、 [Gounaris, 2008]、 [松尾, 1994]では上司との関係性やコミュニケーションに対し
て満足度が高いほど、当該職務に対する満足度も高くなることが指摘されている。この様
に、組織内のコミュニケーションの管理は IM 上の施策の一つとして多くの先行研究で取
り上げられている。 [蘇・他, 2007]によれば、これらを適切に管理し、職場内に良好な人
間関係を築くことは、介護職員の精神的健康や仕事のモラルに影響を与えると共に、介護
労働の負担を軽減させる効果があるとされている。また、良い人間関係は日々の介護サー
ビスの提供を充実させ、当該職員の有能感を高めるとも述べられている。第２章第３節に
おける、感謝の意を記したカードの交換等は同要素に包含されるといえよう。上記の他、
類似傾向を取る研究としては [Anaza, 2010]がある。
第２項 理念・全社的目標
次に、 [Tsai and Wu, 2011]、 [Chang and Chang, 2008]、 [Foreman and Money, 1995]ら
は組織や企業による理念・全社的目標の提示を IM の構成要素として挙げている。組織や
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施設の方針や目標を明確にし、各従業員とそれらを共有する事が IM 上の施策として重要
であると述べている。第２章第３節の顧客満足度や ES の目標値の設定及び従業員への周
知は同要素内に含まれるといえよう。
第３項 権限委譲
さらに、 [Ferdous and Polonsky, 2014]や [高橋 昭, 2014]では権限委譲を一つの要素と
して挙げている。また、 [森本, 2003]においても仕事の目標及び方法に対して従事者がそ
の裁量度を高いと感じているほど、従事者の満足度が高まると述べられており、同研究も
権限委譲の文脈を含有するものとして捉えることが出来る。尚、上記の研究は保険会社の
営業人員、小売店の販売人員など営利組織での従業員に対して行われたものである。非営
利組織であり、多くの場合、介護支援専門員が考えたケアプランに沿った介護サービスを
提供するケアワーカーにとっては独断で利用者への対応を変更する事はタブーである。し
かし、日々利用者と直接接する機会の多いケアワーカーが利用者の変化を感じた際、ケア
プランの変更・修正等を介護支援専門員や施設側に打診して変更される事もある(25)。よっ
て、職責上は禁止されていても、施設側によってケアワーカーが当該業務に関する裁量権
を感じられるような職務設計がなされていれば、それらを IM 上の一要素として捉える事
が出来るといえよう。上記の他には、 [Shekary et al., 2012]、 [Anaza, 2010]、 [Gounaris,
2008]等が挙げられる。
第４項 研修制度・トレーニング
上述した様な、従業員に対して内発的に作用するといえる IM 要素に対して、組織や会
社側が金銭的な支出を伴う様な、外発的なアプローチと捉えることが出来る IM 要素も存
在する。
例えば、 [Chen et al., 2013]や [Chang and Chang, 2008]では、従業員に対する研修制度
やトレーニングを IM の構成要素の一つとして挙げている。当該業務に関する効率向上や
知識養成等を目的とした社内外での研修やＯＪＴ制度を従業員の望む設計で構築する事を
IM 施策の一つとして取り上げている。第２章第３節で取り上げた当該領域を越境した勉強
会も同要素に包含されているといえよう。
(25) 14 年 6 月 20 日、本研究に際して、東京都に所在する某特別養護老人ホームの施設管理者にインタビューを
行う機会を頂いた。同意見はその際に得たものである。
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上記の研究群の他にも同要素は多くの研究で取り上げられており、 [Wu et al., 2013]、
[Foreman and Money, 1995]、 [Anaza, 2010]、 [Akroush et al., 2013](26)等がある。このよ
うに多くの産業内で研修制度及びトレーニングが ES または OC の向上に有効な IM 上の
施策として取り上げられている。
第５項 給与・評価制度
同様に、給与や評価制度の管理も IM に含まれるべき要素である。 [Anaza, 2010]や
[Foreman and Money, 1995]、 [Shekary et al., 2012]では従業員に対する十分な給与や透明
性のある評価制度の設計が挙げられている。加えて、 [Peltier et al., 2006]、 [Peltier, 2013]
でも IM 上の一つの因子として金銭的付与を挙げ、その構成要素として給与、健康保険費
用の付与、退職金の充実を挙げている。
第６項 職場環境
最後に、職場環境の物理的側面が従業員満足度に影響を与える事を指摘した [Goetze,
2000]を取り上げる。同研究では、従業員の満足度に作用する要素として職場の立地や職場
内の設備、備品等の物理的な要素を挙げている。尚、同研究は IM の文脈上で語られたも
のではないが、内部組織へのマーケティング活動としてこれらは管理可能であると捉え、
IM 上の一要素として取り上げる。
以上が IM の先行研究群でよくみられる構成要素である。これらで使用されている質問
項目から質問紙を作成した（付属資料１）。
(26) 同研究は従業員満足度ではなく従業員モチベーションに対して寄与するという研究であるが、類似性のある
参考資料として挙げている。
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第４章 介護施設職員を対象とする調査
前章にて、本研究の主軸となる ES、OC、IM に関する先行研究群を概観し、それぞれの
定義づけや構成要素の抽出を行った上で質問紙を作成した。本章ではこの質問紙を後述の
調査設計の下で実施している。
第１節 調査設計
今回の調査は 2014 年８月の約一ヶ月間で行われた。上述の通り、訪問介護と施設系介護
の業務形態の違いを考慮して、今回は介護施設にて利用者に複数人体制でサービスを提供
している介護職従事者を主な対象としている。
調査方法は質問紙法を用い、協力の得られた日本にて介護施設を運営する数社に必要部
数を郵送の上、本研究の趣旨と目的に同意を得た対象者に匿名の下で回答頂いた。回答は
各施設の調査担当者によって収集された後、筆者宛に返送されるという形で回収された。
質問項目の翻訳は日英両語堪能な者の協力下で筆者が行い、また、業界内で通例的に使
用されている用語への修正作業を同業界の有職者の助言の下で適宜行った。これらの作業
を予備調査前後で行った上で、最終的な本調査を実施している。質問項目は全 56 問（内、
８問は属性を問う項目）で、測定尺度は 1．そう思わない～6. かなりそう思う、までの六
段階リッカートスケールを採用した。尚、質問項目は Excel のランダム関数で算出された
数値に応じて順序づけている。（付属資料２）
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第２節 回答者の属性
表 4 回答者の属性一覧
分類 属性項目 度数 構成比
性別
女性 136 63.6%
男性 71 33.2%
無回答 7 3.3%
年齢
19 歳以下 2 0.9%
20-24 歳 32 15.0%
25-29 歳 47 22.0%
30-34 歳 20 9.3%
35-39 歳 39 18.2%
40 代 37 17.3%
50 代 33 15.4%
無回答 4 1.9%
勤務年数
1 年未満 38 17.8%
1-3 年未満 36 16.8%
3-5 年未満 47 22.0%
5-7 年未満 39 18.2%
7 年以上 51 23.8%
無回答 3 1.4%
施設区分
訪問系 9 4.2%
入所型（施設系） 153 71.5%
通所型(施設系) 40 18.7%
居宅介護支援 7 3.3%
その他 2 0.9%
無回答 3 1.4%
所有資格
なし 13 6.1%
社会福祉士 8 3.7%
ホームヘルパー 49 22.9%
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介護福祉士 90 42.1%
介護支援専門員 26 12.1%
その他 26 12.1%
無回答 2 0.9%
子供の有無
いる 85 39.7%
いない 125 58.4%
無回答 4 1.9%
雇用体系
正規雇用 164 76.6%
非正規雇用 47 22.0%
無回答 3 1.4%
(n=214)
回収結果における、回答者の属性は上表の通りである。取得した総サンプル数は 214 件、
回収率は約 66.8％であった。
性別は第２章第１節第２項の分布と比べると若干女性比率が低く、男性比率が高いもの
の、やはり女性が主として従事する業界であることが再確認できる。また、年齢分布及び
勤続年数はどちらも年齢・年数毎にほぼ均一的に分布しているといえよう。
施設区分については、施設系介護サービスの内、入所型が大半を占めており、次に通所
型が続いている。尚、調査設計上、複数種の介護サービスを提供している事業所に調査を
行ったため、若干の訪問介護系の従事者もデータに含まれている。これらの施設で働いて
いる介護職従事者の所有資格としては、介護福祉士とホームヘルパーで大半が占められて
おり、介護支援専門員や無資格者がそれに続いている。
最後に子供の有無については、子どものいない回答者が若干多いものの、ほぼ半々で分
布をしている。また、大半の回答者が正規雇用の下で業務に従事しているといえる。
以上の回収結果の分布は第２章第１節第２項と併せて、今日の日本における介護業界、
特に施設系介護サービス業に従事する職員の属性慣行を理解するのに有用であり、以降で
はこの回答者の属性分布の下で各種分析を行う。
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第３節 因子分析
本節では、回収された回答に因子分析を行う。はじめに、ES に関する回答に確認的因子
分析を行い、先行研究と同様に一つの因子を抽出している。次に、OC と IM に関する項目
それぞれには因子数を固定しない探索的因子分析を行う事で、同業界独自の因子の抽出を
行った後、抽出された因子から仮説群を導出している。
尚、同分析には IBM 社の SPSS Statistics version 22 を使用した。因子抽出には主因子法、
プロマックス回転を採用し、固有値が１以上のものを潜在変数として採択している。また、
因子負荷量の基準値を 0.35 として、因子を構成する質問項目を取捨選択している [小塩,
2011, p. 141]。
第１項 ＥＳについての確認的因子分析
表 5 因子分析結果-ES-
項目 因子
1 .815
29 .539
15 .445
31 .384
抽出後の負荷量平方和の分散(%) 32.515
Cronbach α .612
ES に関する四項目（質問項目１，15，29，31）の回答結果を因子分析すると、各項目に
対する因子負荷量は上表の通りとなり、先行研究群と同様に一つの因子が抽出された。（表
５）信頼度係数は決して高いとは言えないものの、一応の許容範囲内にあるといえよう。
全四項目とも基準値となる 0.35 より低い値はないため、これら四つの質問項目からなる
因子名を「従業員満足度」と名付ける。（以降、文脈に応じて同潜在変数を表すときは従業
員満足度、それ以外は ES と記載している。）
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第２項 ＯＣについての探索的因子分析
表 6 因子分析結果-OC-
項目 因子① 因子②
35 .911 -.099
27 .859 -.082
45 .844 -.088
5 .712 .130
9 .632 .066
37 .611 .150
11 .589 .145
3 .474 .360
17 -.036 .815
25 .003 .752
7 -.005 .506
抽出後の負荷量平方和の分散(%) 49.427 6.323
Cronbach α .912 .717
次に、OC に関する質問項目への回答の因子分析である。先行研究群では OC の構成因
子として、①Value commitment、②Effort commitment､③Retention commitment の三つ
が提示されていたが、本分析では二つの因子が抽出された。（表６）信頼度係数は両値とも
十分な高さであるといえよう。尚、二つの因子に対する質問項目 21 の因子負荷量が 0.35
よりも低かったため、同項目を削除した全十一項目の分析結果が上表である。
因子①は、従業員の組織への同化や組織を自分事として捉えている傾向を含有している
といえる（質問項目３，５，９，11，27，35，37，45）。よって、同因子を「組織への当事
者意識」とした。また、因子②は該当質問項目群から従業員の「組織への献身的な努力」
とした（３，７，17，25）。
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第３項 ＩＭについての探索的因子分析
表 7 因子分析結果-IM-
項目 因子① 因子② 因子③ 因子④ 因子⑤ 因子⑥
39 1.034 -.208 -.068 .032 .005 -.055
33 .868 -.324 .044 -.003 -.140 -.037
13 .837 -.045 .049 -.046 -.109 .042
36 .715 -.040 .050 .116 -.122 .111
44 .642 .197 .018 -.004 .096 -.090
38 .499 .047 .044 .075 .113 .055
46 .483 .100 -.361 .097 .140 .122
42 .453 .330 .050 -.148 .178 .059
10 -.246 .992 -.196 .103 -.174 .092
18 -.326 .953 -.093 .048 -.061 .107
6 .140 .611 .192 -.128 -.113 .086
19 .134 .541 .178 .103 -.071 -.013
28 .103 .475 .121 -.036 .186 -.008
24 .409 .458 -.126 -.206 .104 .066
23 .213 .456 .031 .127 -.056 -.091
26 -.078 .380 .301 -.042 .269 -.257
4 -.108 -.065 .987 .041 -.037 -.026
8 .026 -.149 .938 -.023 .078 .029
40 .234 -.017 .526 .197 -.114 .153
12 .134 .220 .473 .019 -.047 .181
32 -.065 -.018 .144 .775 .022 -.044
47 .186 .002 -.057 .641 .102 -.005
14 .036 .096 -.028 .607 .033 -.082
48 .273 .280 .023 .386 -.028 -.119
43 -.154 -.014 -.004 .038 .836 .074
22 -.030 -.154 .126 -.027 .713 .018
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34 -.025 -.072 -.162 .120 .666 .161
20 .032 .163 -.004 -.001 .369 -.246
30 .106 .189 .020 -.143 -.011 .609
41 -.077 -.043 .134 .082 .352 .607
抽出後の負荷量平方和の分散(%) 35.131 6.317 5.144 3.492 2.927 2.204
Cronbach α .877 .864 .873 .678 .681 .553
最後に、IM に関する質問項目への回答の因子分析である。（表７）上表の通り、三十項
目から６つの因子が抽出された。これらは先行研究内の議論とは異なる組み合わせで構成
されており、同業界特有の因子と捉える事が出来よう。尚、全因子に対する質問項目２及
び 16 の因子負荷量が 0.35 を下回っていたため、同項目を削除した三十項目を採択してい
る。信頼度係数は一部 50％代の低いものが存在するが、概ね許容の範囲内にあるといえる。
各因子名はそれぞれの質問項目を考慮して、因子①「従業員の成長への投資（全９項目、
13，24、33，36，38，39，42，44，46）」、因子②「業務に見合った報酬と適切な評価（全
８項目、６，10，18，19，23，24，26，28）」、因子③「上司の部下への関与（４，８，12，
40）」、因子④「自主性の尊重（全４項目、14，32，47，48）」、因子⑤「円滑なチーム型業
務遂行（全６項目、20，22，30，34，41，43）」、因子⑥「業務外での同僚との友好関係の
形成（全２項目 30，41）」とした。
第４節 仮説の設定
以上の因子分析によって検出された変数から、下表の仮説群を立案した。（表８）また、
これらの仮説群の関係性を図示したものが図８である。これらの検証には IBM の Statistic
Amos Version 22 を使用し、分析には共分散構造分析を用いた。
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表 8 検証仮説一覧
①従業員の成長への投資
→ 従業員満足度 H1a
→ 組織への当事者意識 H1b
→ 組織への献身的な努力 H1c
②業務に見合った報酬と適切な評価
→ 従業員満足度 H2a
→ 組織への当事者意識 H2b
→ 組織への献身的な努力 H2c
③上司の部下への関与
→ 従業員満足度 H3a
→ 組織への当事者意識 H3b
→ 組織への献身的な努力 H3c
④自主性の尊重
→ 従業員満足度 H4a
→ 組織への当事者意識 H4b
→ 組織への献身的な努力 H4c
⑤円滑なチーム型業務遂行
→ 従業員満足度 H5a
→ 組織への当事者意識 H5b
→ 組織への献身的な努力 H5c
⑥業務外の同僚との友好関係の形成
→ 従業員満足度 H6a
→ 組織への当事者意識 H6b
→ 組織への献身的な努力 H6c
従業員満足度
→ 組織への当事者意識 H7a
→ 組織への献身的な努力 H7b
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図 8 仮定したモデル図
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第５章 調査結果の分析結果と考察
本章では、前章にて立案した仮説の検証結果を記し、それらについて考察を行っている。
また追加的な検証として、有意性が認められた変数の総合効果の分析を行い、併せて考察
している。
第１節 仮説モデルの検証結果
上記仮説群の検証の結果は表１０の通りである。尚、モデルの適合度は以下の通りであ
る。
表 9 モデルの適合度①
カイ二乗 自由度 有意確率 GFI AGFI RMSEA NFI CFI
2067.391 908 0.000 0.703 0.661 0.077 0.69 0.796
カイ二乗検定が有意となっておりモデルは棄却されるが、モデルが複雑であったり、サ
ンプル数が多かったりする場合、同値は有意となる場合があるため、他の適合度と併せて
確認していく必要がある[豊田, 2003]。適合度を示す値はどれも高いとは言い難いものの、
一応の許容水準に達しているといえよう。これらを踏まえて、下記の検証結果に移る。
表 10 仮説の検証結果①
仮説 No. 標準化推定値 有意確率
①従業員の成長への投資
→ 従業員満足度 H1a -0.187 n.s.
→ 組織への当事者意識 H1b 0.296 *
→ 組織への献身的な努力 H1c 0.449 n.s.
②業務に見合った報酬と適切な評価
→ 従業員満足度 H2a 0.799 ***
→ 組織への当事者意識 H2b 0.082 n.s.
→ 組織への献身的な努力 H2c -1.525 *
③上司の部下への関与
→ 従業員満足度 H3a 0.040 n.s.
→ 組織への当事者意識 H3b 0.190 *
→ 組織への献身的な努力 H3c -0.031 n.s.
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④自主性の尊重
→ 従業員満足度 H4a 0.029 n.s.
→ 組織への当事者意識 H4b 0.190 n.s.
→ 組織への献身的な努力 H4c -0.031 n.s.
⑤円滑なチーム型業務遂行
→ 従業員満足度 H5a 0.288 **
→ 組織への当事者意識 H5b -0.061 n.s.
→ 組織への献身的な努力 H5c -0.264 n.s.
⑥業務外での同僚との友好関係の形成
→ 従業員満足度 H6a 0.134 n.s.
→ 組織への当事者意識 H6b -0.172 *
→ 組織への献身的な努力 H6c -0.280 n.s.
従業員満足度
→ 組織への当事者意識 H7a 0.686 ***
→ 組織への献身的な努力 H7b 2.150 **
*=p<0.005 **=p<0.01 ***=p<0.001
上表の様に、全 20 仮説の内８つに統計的な有意性が認められた。まず、①従業員の成長
への投資は組織への当事者意識（Ｈ１ｂ）にプラスの影響をもたらす関係性が示された。
一方、従業員満足度（Ｈ１ａ）及び組織への献身的な努力（Ｈ１ｃ）へのパス関係に有意
性は見られなかった。
次に、②業務に見合った報酬と適切な評価は従業員満足（Ｈ２ａ）へのプラスの影響が
有意となった。その一方で、組織への献身的な努力（Ｈ２ｃ）は仮説と反してマイナスの
関係性が有意となっている。尚、組織への当事者意識（Ｈ２ｂ）への関係性は有意となら
なかった。
さらに、③上司の部下への関与は組織への当事者意識（Ｈ３ｂ）に対してプラスの影響
が有意となった一方で、従業員満足度（Ｈ３ａ）、組織への献身的な努力（Ｈ３ｃ）には有
意性は認められなかった。
加えて、⑤円滑なチーム型業務遂行は従業員満足度（Ｈ５ａ）に対してプラスの関係性
を有している事が示されたが、組織への当事者意識（Ｈ５ｂ）、組織への献身的な努力（Ｈ
５ｃ）には有意性は示されなかった。
また、⑥業務外での同僚との友好関係の形成は、仮説と反して、組織への当事者意識（Ｈ
６ｂ）へのマイナスの関係性が有意となり、その他は有意とならなかった。以上が IM の
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因子に関する仮説検証の結果であり、④自主性の尊重は何れの仮説に対しても統計的な有
意性は見られなかった。
最後に、従業員満足度は組織への当事者意識（Ｈ７ａ）と組織への献身的な努力（Ｈ７
ｂ）の両方にプラスの影響を及ぼすパス関係が示された。
第２節 有意となったパスのみでの追加的検証
上記の結果を下に、前節で有意となったパスのみで再び共分散構造分析を実施し、追加
的な検証を行った。モデルの適合度は以下の通りとなり、こちらも高いとはいえないが、
前節の分析と比べて若干向上しているといえよう。全てのパス関係に有意性が見られ、標
準化推定値にも若干の変化がみられるものの符号関係に変化はない。下表で算出された標
準化推定値を記したモデル図を図９に記す。
表 11 モデルの適合度②・仮説の検証結果②
カイ二乗 自由度 有意確率 GFI AGFI RMSEA NFI CFI
1723.527 759 0.000 0.716 0.677 0.077 0.708 0.810
仮説 No. 標準化推定値 有意確率
①従業員の成長への投資 → 組織への当事者意識 H1b 0.202 ***
②業務に見合った報酬と適切な評価
→ 従業員満足度 H2a 0.758 ***
→ 組織への献身的な努力 H2c -0.926 ***
③上司の部下への関与 → 組織への当事者意識 H3b 0.178 ***
⑤円滑なチーム型業務遂行 → 従業員満足度 H5a 0.249 **
⑥業務外での同僚との友好関係の形成 → 組織への当事者意識 H6b -0.122 **
従業員満足度
→ 組織への当事者意識 H7a 0.708 **
→ 組織への献身的な努力 H7b 1.594 **
**=p<0.01 ***=p<0.001
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図 9 有意となったパスのみのモデル図
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第３節 結果の考察
上記の分析結果から下記の様な示唆が得られると共に、介護職従事者に対する各 IM 上
の変数は ES 及び OC 何れかに対して有用な効果がある事が実証された。
まず従業員満足度へのプラスの影響については、業務に見合った報酬と適切な評価の下、
円滑にチームが業務を遂行出来るような職務設計を行う事で介護職従事者の満足度を高め
る事ができる。換言すると、やはり通例的に述べられている介護職従事者の給与の低さや
評価制度の透明性の改善は満足度向上には不可避の問題であることが再確認でき、さらに、
従事者の会社に対する意見や考えの吸い上げ、会社の展望との摺合せ等も介護職従事者の
満足形成に有効であることがいえる。加えて、業務連絡などの情報伝達回路や利用者のケ
アプラン、施設の運営方針等の討論の場を設けるなど、チーム内の業務に係るコミュニケ
ーション手段の管理も同様に満足度形成に寄与するといえよう。
次に、OC の一要素である組織への当事者意識ついては、従業員の成長機会に投資する
と共に、上司が部下に対して十分に関与する事で高められる可能性が高い。つまり、当該
領域やそれを越境した勉強会や社内外セミナーへの参加機会が提供されると共に、上司が
自身の業務内外に関する事に十分な注意を払ってくれていると感じていれば、当該職員は
施設にとっての自身の必要性を認識し、結果、施設に対する当事者感覚が高まると考えら
れる。
翻って、OC のもう一要素である組織への献身的な努力に関しては、本検証においてプ
ラスの影響を与える IM 要素は検出されず、従業員満足度によってのみ間接的に高められ
ることが分かった。換言すると、介護職従事者の施設への献身的な奉公精神は同職員が業
務や施設自体に十分に満足している事が前提であるという事がいえる。同様に、職員の組
織への当事者意識も従業員満足度が高まる事で間接的に高められることが実証されている
ことから、同変数は介護職従事者の OC の媒介変数として位置づけることが出来る。これ
らは、第３章第４節で取り上げた先行研究群の傾向と類似しているといえよう。
以上までは、何れも従属変数に対してプラスの効果を与える関係性であった。その一方、
業績に見合った報酬と適切な評価から組織への献身的な努力へのパスと、業務外での同僚
との友好関係の形成から組織への当事者意識へのパスの二つは仮説と反してマイナスの関
係性が実証された。これらについて、まず前者は OC の一要素である献身的な努力は業務
外での自己犠牲的な行動が含有されていることから、自身の業務に対する報酬や評価制度
が明確になるほど、自身の業務範囲外と認識する仕事に対しての意欲が減じさせられ、必
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要最低限の業務のみを遂行する意思が高まるからと解釈できる。必要以上の業務の明確化
は従業員満足度を高める反面、上記の要素を含んでいるといえる。また後者については、
意思統制がしづらい社外で従業員の議論が活発化する事で、会社側による経営理念の浸透
等の IM 施策によって養成される従業員の施設への同化や自分事化の意思が減じさせられ
るからと解釈できる。
最後に、自主性の尊重といった権限委譲的文脈を含むアプローチは介護職従事者の満足
度及び組織コミットメント形成には寄与しない可能性が高い。これは、第２章第１節第１
項の通り、ケアワーカーは介護支援専門員が制定したケアプランに沿って業務を遂行する
という制度が通例のため、基本的に自身の業務に関して裁量権を感じていない、または感
じていたとしても、それが ES や OC に作用しないと解釈できる。よって、多くの先行研
究群で見られる営利組織の従業員に対する権限委譲の有効性に反して、現時点での介護業
界の慣習下では同施策は適していないと考えられる。
以上が、本分析結果から得られた示唆である。
第４節 総合効果の分析
さらに、 [高橋 昭, 2014]のアプローチを参考にして、本章第２節の分析結果に基づいた
各因子の総合的な効果分析を試みた。まず、表 12 は従業員満足度を経由して組織への当事
者意識、及び組織への献身的な努力の二つの OC 因子に作用する各 IM 変数の間接効果を
一覧したものである。また、これらに前章第２節で算出された標準化推定値の直接効果を
足し合わせたものが表 13 である。これらが、各 IM 因子による従業員満足度、組織への当
事者意識、組織への献身的な努力の三つの変数への総合効果である。
表 12 標準化推定値の間接効果
①従業員の成
長への投資
②業務に見合った報
酬と適切な評価
③上司の部
下への関与
⑤円滑なチーム
型業務遂行
⑥業務外の同僚との
友好関係の形成
組織への当
事者意識
0 0.537 0 0.176 0
組織への献
身的な努力
0 1.208 0 0.397 0
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表 13 標準化推定値の総合効果
①従業員の成
長への投資
②業務に見合った報
酬と適切な評価
③上司の部
下への関与
⑤円滑なチーム
型業務遂行
⑥業務外の同僚との
友好関係の形成
従業員満足
度 0 0.758 0 0.249 0
組織への当
事者意識 0.202 0.537 0.178 0.176 -0.122
組織への献
身的な努力 0 0.282 0 0.397 0
上記表を要約すると、介護職従事者の満足度向上には、第一に②業務に見合った報酬と
適切な評価、第二に⑤円滑なチーム型業務遂行という IM 施策が効果的に作用する。次に、
同対象者の組織への当事者意識を向上させるには、第一に②業務に見合った報酬と適切な
評価、第二に①従業員の成長への投資、その次に③上司の部下への関与、⑤円滑なチーム
型業務遂行が続く。最後に、組織への献身的な努力には第一に⑤円滑なチーム型業務遂行、
第二に②業務に見合った報酬と適切な評価が肯定的な効果を生むことが期待できる。
この様に、同効果分析によって示された上表は、その目的別に必要な IM の組み合わせ
を一覧することができ、IM 実施に対する優先順位づけに有用であるといえよう。
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第６章 実務への提言
本研究で得られた結果を踏まえて、実務への提言として下記を挙げたい。
第一に、従事者の高い離職率を課題として抱える介護施設の管理者は IM の概念及び手
段を理解し、これらを実施することが期待される。本研究によって、介護職従事者を対象
とした IM は、一部マイナスの効果が示された関係性があるものの、概して有効な手段で
あることが示された。よって、IM という内部組織へのマーケティング活動を通して施設の
従事者の ES と OC を高めることは、同対象者らの離職意思の低減に効果的に作用し、離
職率を減じさせられる可能性が高いといえる。それにより、安定的な介護サービスの提供
と利用者との長期的な関係構築が促進され、SPC モデルに依拠した利用者や利用者の親族
からの高いロイヤルティの獲得に繋がる可能性が高い。
しかし実施に際しては、IM が作用する対象である介護職従事者の ES と OC がどう構成
されているかを認識しておく事が望ましいという点が第二に挙げられる。中でも、第４章
第３節第２項の因子分析結果から、同対象者特有の OC の構成要素として、組織の当事者
として認識しているかという意思と、組織に貢献するために献身的に努力するかという意
思の二つが検出されている。従って、管理者はこれらを画一的に捉えず、それぞれを単一
に認識した上で、各 IM 施策を講じることが望ましい。
以上を踏まえて、介護職従事者に対する IM として主に四つの要素を軸とした施策が検
討されるべきという点を第三に挙げる。上述の通り、社内外における職員への成長機会の
提供、当該介護業務に相応した報酬と適切な評価制度の構築、施設管理者や上司による当
該職員への心身面での関与、チーム体制で行う介護業務の遂行を円滑化する管理の四つが
本検証で明らかになった介護職従事者に有効な IM である。よって、実施者はこれらの要
素を念頭として、対象者への IM 施策を実施する事が望ましいと考える。
例えば、組織への当事者意識の向上に対しては従業員の成長への投資と上司の部下への
関与が有効である事が明らかになったが、その具体的施策としてＯＪＴ制度の充実、及び
ＯＪＴ実施者の育成を挙げる。 [津田, 2014, p.29]によれば、介護業界の研修というと、介
護の知識や技術に関する勉強会や他の参加者との意見・情報交換会といった職務を離れた
研修（Off the Job Training, 以下、ＯＦＦ－ＪＴと記載。）が多いとされているが、これら
への傾注だけでは限界があり、職員が育たず、職場の改善や活性化には繋がらないと述べ
られている。また、ＯＦＦ－ＪＴで得た知識を個々の業務に活用し利用者への実践に繋げ
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るには、ＯＦＦ－ＪＴとＯＪＴとの有機的な連携が必要であると述べられていることから、
当該職員が社外研修等で得た示唆を自身の業務に落とし込むためには、適切なＯＪＴ制度
の構築が必要であると考える。同様に、福祉ニーズが多様化している今日の福祉分野では、
最低基準の遵守から利用者一人ひとりの福祉ニーズに対応するサービスが求められている
ため[津田, 2014, p.2]、それらのニーズを満たし利用者の満足度を高める為にも、同施策の
必要性は高いと考える。効果的なＯＪＴ研修を通して、上司や先輩職員に関与されている
意識を持つ事で、当該職員は施設や業務における自身の役割を理解しやすくなり、業務に
主体的に取り組むようになる [津田, 2014, p.93]。その結果、施設に対する当事者意識を高
まらせる事が出来る可能性が高いと考える(27)。
また、効果的なＯＪＴを実施するには、それらを担うＯＪＴ実施者の育成が不可欠であ
る。これらは施設によって種々の違いはあるが、多くの場合、就職後２～３年以上の就業
経験を持つ中堅職員層や一般的にチームリーダーと呼ばれる主任的位置づけの職員がその
役割を担う事が多い。その場合、メンター側の指導能力が不足していると、適切な効果を
発揮せずメンターとプロテジェ双方に悪影響を起こす可能性がある他、指導方針が個々の
実施者によって属人化されている場合、一貫した育成が出来ないといった問題点が [津田,
2014, p.44-46]によって指摘されている。よって、同実施者は一定の水準と一律された方針
でもって指導に当たる事が肝要であり、その為には、ＯＪＴに関する指導能力を向上させ
る為の研修や勉強会への取り組み、及びさらに上の階層の職員や施設管理者による指導方
針と方法の統制を IM の一環として講じる事が望まれる。さらに、介護業務のみならず、
施設管理者としての管理能力の素養を向上させる施策も効果的であると考えられ、この様
なＯＪＴ実施者の指導者的立場としての意識の向上は、施設に対する当事者意識を高らし
めると期待できる。
また、同従事者の満足度に有効に作用する要素としては、介護業務に相応した報酬と適
切な評価制度、及びチーム型の業務遂行を円滑化する管理が効果的であると示されたが、
(27) [津田, 2014, p.64-73]にて、効果的なＯＪＴを実現するためには、①施設内の風土づくり：ＯＪＴの意味、必
要性、期待される効果の周知、ＯＪＴ実施者の養成、ＯＪＴ実施者の業務時間の考慮等。②現状の把握と問題
の認識：ＯＪＴ対象者の問題点と改善点の洗い出し、施設の理念、方針の再確認とそれらに沿った職員像の明
確化。③テーマと課題の設定：職場の業務改善、職員間のコミュニケーション、利用者支援、連携等、どのよ
うな事項をＯＪＴの対象とするのかを制定。④目標の設定：取り上げたテーマや課題について、望むべき姿を
現した目標を明確にする。不十分な箇所の克服のみならず、望ましい能力の更なる向上もその併せて策定する
ことが望ましい。⑤計画の作成：ＯＪＴの進め方についての実行可能且つ具体的な計画の制定。⑥実施：計画
に基づいて、対象職員と共に実施。⑦モニタリング：当該期間終了後に目標の達成度や実践経過の確認する。
⑧フィードバック：一連のＯＪＴ期間を通して検出された新たな問題を抽出。各職員の実績を鑑みて次のＯＪ
Ｔ施策を策定する、といったフローで実施する事が望ましいと述べられている。詳しくは同書を参照されたい。
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その具体的施策として職員による相互評価制度の導入と職員間の情報伝達経路の可視化を
挙げる。本研究に際して行った施設管理者へのインタビューによると、介護職員として良
質なサービスを提供できるか否かを分ける基準として、利用者らを画一的でなく個々に認
識し、あの利用者が出来るからこの利用者も出来るはずといった相対的な尺度で判断せず
に接することが出来るかどうかという意見が示された(28)。これは [津田, 2014, p.3,34]内で
述べられている利用者の人権の尊重と肯定的人間観の理解に基づく利用者本位の実践と同
様の文脈を含んでいるといえる。これらは利用者の高い満足度を形成する上で重要である
といえ、これらの理念を体現している職員は適切に評価されるべきであるが、日々の業務
内で垣間見える職員個々人の振る舞いを管理者が明示的に認識し、適正な評価を行う事は
困難であると考えられる。そこで、同業界で広く用いられている所有資格や経験に基づい
た等級制度(29)に加え、チーム内の職員同士が上述の様な介護職員としての理念的側面を相
互に評価する制度を設ける事は同職員らの満足度形成に効果的であり、これらを実践して
いる事業所は現時点では些少であると考える。
また、上記した職員間の相互評価をはじめ、その他チームで業務を遂行する際の情報伝
達経路の可視化をもう一つの具体的施策として挙げる。 [濱田, 2012, p.96-99]によれば、今
日の多くの高齢者住宅や介護施設では申し送り、連絡ノート、連絡ボードを複合的に用い
た情報伝達が一般的であるとしているが、これらのアナログ手法では情報の伝達性の不十
分さや蓄積された情報の検索性や活用性の低さ等から業務に係る職員が多くなるにつれて
処理能力に限界が生じ、効率的な介護業務の遂行の妨げや事故の原因となる可能性がある
ことが指摘されている。そして、それらの解決には情報の流れを図式化した上で、必要部
分についてはＩＣＴ技術を用いた情報伝達を検討すべきと述べられている。この様に、日々
の業務に関する伝達手段や事故やトラブルへの対処例のアーカイブ化、または、第２章第
３節でふれた様な職員間の意思疎通手段を電子化するサービス(30)等、施設内における全般
的な情報経路の構築にＩＣＴ技術を活用することは、職員の満足度向上に効果的に働くこ
とが期待される。
上記した様に、IM の実施に際しては、その手段と作用する対象との関係性を認識した上
で施行される事が望ましい。IM に課せられる目的が異なれば、有効な IM ミックスは異な
(28) 脚注(25)と同様。本意見は、同氏の考える介護職員としての優秀さについて伺った際に示された一意見で
ある。
(29) [日経ヘルスケア, 2010, p.26-39]を参考。
(30) [日経産業新聞, 2014, 10 月 1 日]や [日刊工業新聞, 2014]等。
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る [高橋 昭, 2014, p. 58]ため、前章第１節及び第２節の分析結果を参考に対象となる介護
施設や従事者の現状や必要性に応じた目的を定め、それらに対応する IM の手段を組み合
わせることが有用である。
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第７章 本研究の限界と今後の課題
本研究における限界、及び今後の課題として下記の点が挙げられる。
まず、介護職従事者に対する IM が離職意思及び離職率に与える関係性の実証的検証で
ある。本研究では、先行研究群から ES と OC を離職率及び離職意思低減に作用する変数
として前提し、同関係性の検証は行っていない。よって、IM による離職率や離職意思の低
減効果の妥当性をより高める為には、これらの関係性に対する実証的な調査が今後必要で
ある。
続いて、SPC モデルに基づいた IM が利用者の顧客満足度に与える関係性の実証も今後
の課題である。前述の通り、IM の最終的な目的は顧客満足の向上にあり、その前段階とし
て ES や OC が存在する。よって、介護職従事者に対する IM によって高められた ES 及び
OC と利用者の満足度との関係性についても追加的な調査が必要であり、同業界における
IM の有効性を確かめるために検証されるべき課題である。
最後に、対象者の細分化を挙げる。本研究では、調査対象を介護施設にてチーム体制で
利用者に介護サービスを提供している介護職従事者としたが、その他の属性による比較検
証は行っていない。 [木村, 2007, p. 17]によると、エクスターナル・マーケティングと同様
に社内のメンバーに対しても、調査票、フォーカス・グループ・インタビュー、深層面接
等の調査手法によって、内部顧客のニーズ、不満足要因等を測定し細分化する事は可能で
ある。各セルの標本数を十分に確保した上で、これらの手法を用いて性別、未婚と既婚、
子供の有無、年代、雇用体系など細分化された対象毎の最適な IM の在り方 [高橋 昭, 2014,
p. 58]を継続的に探索していく必要がある。
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Appendix A
1. 質問項目の引用元一覧
従業員満足度
Tsai and Wu 2006,
Tsai and Wu 2011
If good friend of mine told me that he/she was interested in working in a job like mine, I would strongly
recommend it.
All in all, I am very satisfied with my current job.
In general, my job measures up to the sort of job I wanted when I took it.
I get positive feedback from patients.
Value commitment
Chen, Wu, Chang,
and Lin 2013
I have a strong sense of belonging to the hospital.
I am willing to serve this hospital.
I am proud to be a part of this hospital.
I care about the future development of the hospital
I am willing to put extra effort to achieve the goals of my job.
Effort commitment
I try my best to overcome the difficulties of my job.
I am willing to pass on my working experience to new staff.
I actively help my colleagues to solve problems in their work.
I feel I will have a promising future if I stay in this hospital.
Retention commitment
I have a profound attachment to this hospital.
With the present working environment and system, I am willing to stay in this hospital.
If I leave this hospital, I will have guilt feelings.
組織内のコミュニケーション
Anaza 2010
My supervisor is sincerely listening to the problems I have doing my job.
My supervisor is sincerely concerned about personal problems I have that may affect my performance
My supervisor communicates to me how my job task fit into the overall firm effort.
My supervisor is never too busy to talk with me when I need him/her
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I can discuss my problems.
Begat, Ellefsen,
and Severinsson
2005 Peltier et al.
2003
I get the information I need.
I belong to a fellowship
I collaborate well with others
I get support from others when I need it
I can discuss when not in agreement
理念・全社的目標
Foreman and
Money 1995
Our organization offers employees a vision that they can believe in.
We communicate our organization’s vision well to employees.
Our organization communicates to employees the importance of their service roles.
権限委譲
Ferdous and
Michael Polonsky
2014
Management allows me to use my own judgment in solving problems.
Management encourage me to take initiatives
Management allows me a high degree of initiatives
研修制度・トレーニング
Foreman and
Money 1995,
Anaza 2010
My place of employment prepares me to perform well.
My place of employment views the development of knowledge and skills in employees as an investment
rather than a cost.
Skill and knowledge development of employees happen as an ongoing process in my workplace
In my workplace, the employees are properly trained to perform their service roles.
I have the opportunities to attend external seminars. Chang and Chang
2008, Gronroos
1994
Our hospital offers adequate on-the-job training.
給与及び評価制度
Anaza 2010
My pay is far adequate.
The pay system is transparent
My income and annual increase are much related to those of other people with similar qualifications
working in this or any other industry
Our performance measurement and reward systems encourage employees to work together Foreman and
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We measure and reward employee performance that contributes most to our organization's vision Money 1995
We use the data we gather from employees to improve their jobs, and to develop the strategy of the
organization
In our organization, those employees who provide excellent service are rewarded for their efforts.
職場環境
Goetze 2000
The working conditions (heating, lighting, ventilation, etc.) on this job
The physical surroundings where I work
The working conditions
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Appendix B
2. 質問票（表）
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（裏）
